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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学純度９９．６％以上のポリ乳酸樹脂、結晶核剤及び可塑剤を含有するポリ乳酸樹脂
組成物を、溶融混練後、得られた溶融物を１０～５０℃の金型内に充填して成形する、相
対結晶化度６０％以上のポリ乳酸樹脂成形体の製造方法であって、前記結晶核剤がヒドロ
キシ脂肪酸エステル及び分子中に水酸基とアミド基とを有する化合物からなる群から選ば
れる少なくとも１種の結晶核剤（１）と、フェニルホスホン酸金属塩からなる結晶核剤（
２）とを含み、前記結晶核剤（１）と結晶核剤（２）の重量比（結晶核剤（１）／結晶核
剤（２））が２０／８０～８０／２０である、製造方法。
【請求項２】
　ポリ乳酸樹脂１００重量部に対する可塑剤の含有量が５～５０重量部である請求項１記
載のポリ乳酸樹脂成形体の製造方法。
【請求項３】
　ポリ乳酸樹脂組成物の７０℃における半結晶化時間が１分以下である請求項１又は２記
載のポリ乳酸樹脂成形体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリ乳酸樹脂成形体の製造方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　生分解性樹脂の中でポリ乳酸樹脂は、トウモロコシ、芋などからとれる糖分から、発酵
法によりＬ－乳酸が大量に作られ安価になってきたこと、原料が自然農作物なので総酸化
炭素排出量が極めて少ない、また得られた樹脂の性能として剛性が強く透明性が良いとい
う特徴があるので、現在その利用が期待されている。しかしポリ乳酸樹脂の場合、脆く、
硬く、可撓性に欠ける特性のためにいずれも硬質成形品分野に限られ、射出成形体などに
成形した場合は、柔軟性、耐衝撃性が不足したり、折り曲げたとき白化やヒンジ特性が劣
るなどの問題があり、軟質又は半硬質分野に使用されていないのが現状である。また、ポ
リ乳酸樹脂は結晶化速度が遅く、延伸などの機械的工程を行わない限り成形後は非晶状態
である。しかし、ポリ乳酸樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は６０℃と低く耐熱性に劣るた
め、温度が５５℃以上となる環境下では使用できない問題があった。
【０００３】
　ポリ乳酸樹脂を軟質、半硬質分野に応用する技術として可塑剤を添加する方法や、ある
いは耐熱性を向上させるため結晶核剤を添加して結晶化させる方法が種々提案されており
、例えば、特許文献１には、融点が４０～３００℃の脂肪族カルボン酸アミドなどの透明
核剤を含有する脂肪族ポリエステル組成物を成形し、成形時又は成形後に熱処理をするこ
とを特徴とする、透明性及び結晶性を併有する脂肪族ポリエステル成形体の製造方法が開
示されている。更に、特許文献２には、特定の構造を有するアミド系化合物、可塑剤、乳
酸系ポリマーを含有する乳酸系ポリマー組成物及びその成形体の製造方法が開示されてい
る。
【０００４】
　特許文献１及び２に記載の樹脂組成物を非晶状態でシート化し、真空成形等の熱成形を
行う際に結晶化した成形物を得る場合、結晶化速度が低いために金型温度を１００℃以上
に上げたり、また長い金型保持時間が必要であり、生産性に劣る問題があった。
【０００５】
　また、特許文献３には、耐熱性と耐衝撃性に優れ、成形性も良好なポリ乳酸樹脂成形体
の製造方法が開示されているが、金型温度を低くすると成形性がまだ十分に満足できるも
のではなかった。
【特許文献１】特許第３４１１１６８号公報
【特許文献２】国際公開２００３／０４２３０２号パンフレット
【特許文献３】特開２００６－１７６７４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の課題は、金型温度を低くしても十分な結晶化度を有し、優れた耐熱性、耐衝撃
性を有するポリ乳酸樹脂成形体を得ることができるポリ乳酸樹脂成形体の製造方法を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、光学純度９９％以上のポリ乳酸樹脂及び可塑剤を含有するポリ乳酸樹脂組成
物を、溶融混練後、得られた溶融物を７０℃以下の金型内に充填して成形する、相対結晶
化度６０％以上のポリ乳酸樹脂成形体の製造方法を提供する。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の製造方法によると、金型温度を低くしても、優れた耐熱性、耐衝撃性を有する
ポリ乳酸樹脂成形体を得ることができ、更に作業の安全性や生産性を向上させることがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　［ポリ乳酸樹脂］
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　本発明に用いられるポリ乳酸樹脂は、成形性の観点から、光学純度が９９％以上、即ち
、Ｌ－乳酸又はＤ－乳酸いずれかの単位が９９モル％以上とそれぞれの対掌体の乳酸単位
１モル％以下からなるものであり、Ｌ－乳酸単位の含量が９９モル％以上のものが好まし
い。
　また、本発明におけるポリ乳酸樹脂としては、Ｌ－乳酸単位９９～１００モル％と、Ｄ
－乳酸等の単位０～１モル％とにより構成されるポリ乳酸（Ａ）と、Ｄ－乳酸単位９９～
１００モル％と、Ｌ－乳酸等の単位０～１モル％とにより構成されるポリ乳酸（Ｂ）との
混合物からなり、（Ａ）／（Ｂ）（重量比）が１０／９０～９０／１０である、ステレオ
コンプレックスポリ乳酸を用いることもできる。ステレオコンプレックスポリ乳酸を構成
する各ポリ乳酸（Ａ）及び（Ｂ）に使用することができる乳酸以外の共重合成分は、２個
以上のエステル結合を形成可能な官能基を持つジカルボン酸、多価アルコール、ヒドロキ
シカルボン酸、ラクトン等及びこれら種々の構成成分が挙げられ、未反応のカルボキシル
基及び／又はヒドロキシル基を分子内に２つ以上有するポリエステル、ポリエーテル、ポ
リカーボネート等が挙げられる。
【００１０】
　また、ポリ乳酸樹脂の重量平均分子量は、成形体の機械的物性の観点から、１００，０
００以上であることが好ましく、成形時の流動性の観点から４００，０００以下であるこ
とが好ましく、３００，０００以下であることがより好ましく、２００，０００以下であ
ることが更に好ましい。
　尚、ポリ乳酸樹脂の重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフ（ＧＰＣ
）を用い、溶媒にクロロホルム、カラムに東ソー(株)製高温ＳＥＣカラム（ＧＭＨＨＲ－
Ｈシリーズ）、流量１．０ｍＬ／ｍｉｎ、カラム温度４０℃、検出器に示差屈折率検出器
（ＲＩ）、リファレンスとして既知の分子量を有するスチレンを用いて換算して求めるこ
とができる。
【００１１】
　これらのポリ乳酸樹脂は、Ｌ－乳酸、Ｄ－乳酸の中から必要とする構造のものを選んで
原料とし、脱水重縮合することにより得ることができる。好ましくは、乳酸の環状二量体
であるラクチドを開環重合することにより得ることができる。ラクチドにはＬ－乳酸の環
状二量体であるＬ－ラクチド、Ｄ－乳酸の環状二量体であるＤ－ラクチド、Ｄ－乳酸とＬ
－乳酸とが環状二量化したメソ－ラクチド及びＤ－ラクチドとＬ－ラクチドとのラセミ混
合物であるＤＬ－ラクチドがあるが、本発明ではＤ－ラクチド又はＬ－ラクチドを用い開
環重合することが好ましい。
【００１２】
　尚、ポリ乳酸樹脂中の残存モノマー量は、「ポリオレフィン等合成樹脂製食品容器包装
等に関する自主基準　第３版改訂版　２００４年６月追補　第３部　衛生試験法　Ｐ13」
記載のラクチド量の測定方法に従って求めることができる。具体的には、ポリ乳酸樹脂を
ジクロロメタンに均一に溶解し、アセトン／シクロヘキサン混合溶液を加えてポリマーを
再沈させた上澄み液を、水素炎検出器（ＦＩＤ）付ガスクロマトグラフ（ＧＣ）に供し、
残存モノマー(ラクチド)を分離、内部標準法により定量することによりポリ乳酸樹脂中の
残存モノマー量を測定することができる。
【００１３】
　尚、ＧＣの測定は以下の条件で行うことができる。
＜ＧＣ測定条件＞
カラム　　：キャピラリーカラム
　〈例〉Ｊ＆Ｗ製ＤＢ－１７ＭＳ（長さ３０ｍ×内径２．２５膜厚０．２５μｍ）
内部標準　：２，６－ジメチル－γピロン
カラム流量：１．８ｍｌ／分
カラム温度：５０℃１分保持。２５℃／分で定速昇温して３２０℃５分保持。
検出器　　：水素炎イオン化法（ＦＩＤ）
【００１４】
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　本発明においては、市販されている光学純度９９％以上のポリ乳酸樹脂を用いることが
できる。このようなポリ乳酸樹脂としては、例えば、トヨタ自動車（株）製、商品名エコ
プラスチックＵ'ｚＳ－１２（光学純度９９．６％）、商品名エコプラスチックＵ'ｚ Ｓ
－１７（光学純度９９．７％）等が挙げられる。
【００１５】
　尚、ポリ乳酸樹脂の光学純度は、「ポリオレフィン等合成樹脂製食品容器包装等に関す
る自主基準　第３版改訂版　２００４年６月追補　第３部　衛生試験法　Ｐ12-13」記載
のＤ体含有量の測定方法に従って求めることができる。具体的には、ポリ乳酸樹脂の光学
純度の測定方法は以下の通りである。
【００１６】
　まず、精秤したポリ乳酸に水酸化ナトリウム／メタノールを加え、６５℃に設定した水
浴振とう器にセットして、樹脂分が均一溶液になるまで加水分解を行い、さらに加水分解
が完了したアルカリ溶液に希塩酸を加え中和し、その分解溶液を純水にて定溶した後、一
定容量をメスフラスコに分液して高速液体クロマトグラフィー（ＨＰＬＣ）移動相溶液に
より希釈し、ｐＨが３～７の範囲になるように調整してメスフラスコを定量、メンブレン
フィルター（０．４５μｍ）によりろ過する。この調整溶液をＨＰＬＣにてＤ－乳酸、Ｌ
－乳酸を定量することによってポリ乳酸樹脂の光学純度を求めることができる。
【００１７】
　尚、ＨＰＬＣの測定は以下の条件で行うことができる。
＜ＨＰＬＣ測定条件＞
カラム　　：光学分割カラム
　　〈例〉スミキラルＯＡ６１００（４６ｍｍφ×１５０ｍｍ、５μｍ）、(株)住化分析
センター製　
プレカラム：光学分割カラム
　　〈例〉スミキラルＱＡ６１００（４ｍｍφ×１０ｍｍ、５μｍ）、(株)住化分析セン
ター製
カラム温度：２５℃
移動相　　：２．５％メタノール含有１．５ｍＭ硫酸銅水溶液
移動相流量：１．０ｍｌ／分
検出器　　：紫外線検出器（ＵＶ２５４nm）
注入量　　：２０μｌ
【００１８】
　［可塑剤］
　本発明に用いられる可塑剤は特に限定されないが、可塑化効率の観点から、分子中に２
個以上のエステル基を有し、エステルを構成するアルコール成分の少なくとも１種が水酸
基１個当たり炭素数２～３のアルキレンオキサイドを平均０．５～５モル付加した化合物
が好ましく、分子中に２個以上のエステル基を有し、エステルを構成するアルコール成分
の水酸基１個当たり炭素数２～３のアルキレンオキサイドを平均０．５～５モル付加した
化合物がより好ましく、分子中に２個以上のエステル基を有する多価アルコールエステル
又は多価カルボン酸エーテルエステルで、エステルを構成するアルコール成分の水酸基１
個当たりエチレンオキサイドを平均０．５～５モル付加した化合物が更に好ましく、エチ
レンオキサイドを１～４モル付加した化合物が更により好ましい。エステルを構成するア
ルコール成分は、ポリ乳酸樹脂との相溶性と可塑化効率、耐揮発性の観点から、好ましく
は炭素数２～３のアルキレンオキサイドを平均１～４モル、さらに好ましくは２～３モル
付加した化合物である。また、可塑化効率の観点からアルキレンオキサイドはエチレンオ
キサイドが好ましい。可塑剤に含まれるアルキル基、アルキレン基等の炭化水素基の炭素
数、例えばエステル化合物を構成する多価アルコールや多価カルボン酸の炭化水素基の炭
素数は、相溶性の観点から１～８が好ましく、１～６がより好ましく、１～４がさらに好
ましい。また可塑剤のエステル化合物を構成するモノカルボン酸、モノアルコールの炭素
数は、相溶性の観点から１～８が好ましく、１～６がより好ましく、１～４がさらに好ま
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しく、１～２がさらにより好ましい。
【００１９】
　本発明に用いられる可塑剤の製造方法は特に限定されないが、例えば、本発明に用いら
れる可塑剤が多価カルボン酸エーテルエステルの場合は、パラトルエンスルホン酸一水和
物、硫酸等の酸触媒や、ジブチル酸化スズ等の金属触媒の存在下、炭素数３～５の飽和二
塩基酸又はその無水物と、ポリアルキレングリコールモノアルキルエーテルとを直接反応
させるか、炭素数３～５の飽和二塩基酸の低級アルキルエステルとポリアルキレングリコ
ールモノアルキルエーテルとをエステル交換することにより得られる。具体的には、例え
ば、ポリエチレングリコールモノアルキルエーテル、飽和二塩基酸、及び触媒としてパラ
トルエンスルホン酸一水和物を、ポリエチレングリコールモノアルキルエーテル／飽和二
塩基酸／パラトルエンスルホン酸一水和物（モル比）＝２～４／１／０．００１～０．０
５になるように反応容器に仕込み、トルエンなどの溶媒の存在下又は非存在下に、常圧又
は減圧下、温度１００～１３０℃で脱水を行うことにより得ることができる。溶媒を用い
ないで、減圧で反応を行う方法が好ましい。
【００２０】
　また、本発明に用いられる可塑剤が多価アルコールエステルの場合は、例えばグリセリ
ンに、アルカリ金属触媒存在下、オートクレーブを用い温度１２０～１６０℃で炭素数２
～３のアルキレンオキサイドを、グリセリン１モルに対し３～９モル付加させる。そこで
得られたグリセリンアルキレンオキサイド付加物１モルに対し、無水酢酸３モルを１１０
℃で滴下し、滴下終了後から１１０℃、２時間熟成を行い、アセチル化を行う。その生成
物を減圧下で水蒸気蒸留を行い、含有する酢酸および未反応無水酢酸を留去して得ること
ができる。
【００２１】
　また、本発明に用いられる可塑剤がヒドロキシカルボン酸エーテルエステルの場合は、
乳酸等のヒドロキシカルボン酸に、アルカリ金属触媒存在下、オートオートクレーブを用
い温度１２０～１６０℃で炭素数２～３のアルキレンオキサイドを、ヒドロキシカルボン
酸１モルに対し２～５モル付加させる。そこで得られた乳酸アルキレンオキサイド付加物
１モルに対し、無水酢酸１モルを１１０℃で滴下し、滴下終了後から１１０℃、２時間熟
成を行い、アセチル化を行う。その生成物を減圧下で水蒸気蒸留を行い、含有する酢酸お
よび未反応無水酢酸を留去する。次にその生成物／ポリアルキレングリコールモノアルキ
ルエーテル／パラトルエンスルホン酸一水和物(触媒)（モル比）＝１／１～２／０．００
１～０．０５になるように反応容器に仕込み、トルエンなどの溶媒の存在下又は非存在下
に、常圧又は減圧下、温度１００～１３０℃で脱水を行うことにより、得ることができる
。
【００２２】
　本発明に用いられる可塑剤は、分子中に２個以上のエステル基を有していれば、ポリ乳
酸樹脂との相溶性に優れる観点から好ましく、分子中に２～４個のエステル基を有するこ
とがより好ましい。また、エステルを構成するアルコール成分の少なくとも１種が水酸基
１個当たり炭素数２～３のアルキレンオキサイドを平均０．５モル以上付加したものであ
れば、ポリ乳酸樹脂に対して十分な可塑性を付与する観点から好ましく、平均５モル以下
付加したものであれば、耐ブリード性の効果が良好となる観点から好ましい。また、定か
ではないが、前記可塑剤と、光学純度が９９％以上のポリ乳酸樹脂と併用することによっ
て、成形性が良好で、特に低い金型温度で優れた成形性を発現でき、好ましい。
【００２３】
　本発明に用いられる可塑剤は、ポリ乳酸樹脂成形体の成形性及び可塑性、並びに可塑剤
の耐ブリード性の観点から、分子中に２個以上のエステル基を有し、エチレンオキサイド
の平均付加モル数が３～９の化合物が好ましく、コハク酸又はアジピン酸とポリエチレン
グリコールモノメチルエーテルとのエステル、および酢酸とグリセリン又はエチレングリ
コールのエチレンオキサイド付加物とのエステルからなる群より選ばれる少なくとも１種
がより好ましく、コハク酸又はアジピン酸とポリエチレングリコールモノメチルエーテル
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とのエステルが更に好ましい。
尚、エチレンオキサイドまたはプロピレンオキサイドの平均付加モル数は、1Ｈ－ＮＭＲ
法によって測定することができる。
【００２４】
　また、耐揮発性の観点から、本発明に用いられる可塑剤で２個以上のエステル基のうち
、平均０～１．５個は芳香族アルコールから構成されるエステル基を含有してもよい。同
じ炭素数の脂肪族アルコールに比べて芳香族アルコールの方がポリ乳酸樹脂に対する相溶
性に優れるため、耐ブリード性を保ちつつ、分子量を上げることができる。可塑化効率の
観点から平均０～１．２個、更に０～１個が芳香族アルコールから構成されるエステル基
であることが好ましい。芳香族アルコールとしてはベンジルアルコール等が挙げられ、可
塑剤としては、アジピン酸と、ジエチレングリコールモノメチルエーテル／ベンジルアル
コール＝１／１混合ジエステル等が挙げられる。
【００２５】
　本発明に用いられる可塑剤の平均分子量は耐ブリード性及び耐揮発性の観点から、好ま
しくは２５０～７００であり、より好ましくは３００～６００であり、更に好ましくは３
５０～５５０であり、特に好ましくは４００～５００である。尚、平均分子量は、ＪＩＳ
　Ｋ００７０に記載の方法で鹸化価を求め、次式より計算で求めることができる。
　　平均分子量＝５６１０８×（エステル基の数）／鹸化価
【００２６】
　本発明に用いられる可塑剤の具体例としては、ポリ乳酸樹脂成形体の成形性、耐衝撃性
に優れる観点から、酢酸とグリセリンのエチレンオキサイド平均３～９モル付加物とのエ
ステル、酢酸とジグリセリンのプロピレンオキサイド平均４～１２モル付加物とのエステ
ル、酢酸とエチレンオキサイドの平均付加モル数が４～９のポリエチレングリコールとの
エステル等の多価アルコールのアルキルエーテルエステル、コハク酸とエチレンオキサイ
ドの平均付加モル数が２～４のポリエチレングリコールモノメチルエーテルとのエステル
、アジピン酸とエチレンオキサイドの平均付加モル数が２～３のポリエチレングリコール
モノメチルエーテルとのエステル、１，３，６－ヘキサントリカルボン酸とエチレンオキ
サイドの平均付加モル数が２～３のポリエチレングリコールモノメチルエーテルとのエス
テル等の多価カルボン酸とポリエチレングリコールモノメチルエーテルとのエステルがよ
り好ましい。ポリ乳酸樹脂成形体の成形性、耐衝撃性及び可塑剤の耐ブリード性に優れる
観点から、コハク酸、アジピン酸又は１，３，６－ヘキサントリカルボン酸とポリエチレ
ングリコールモノメチルエーテルとのエステル、及び酢酸とグリセリン又はエチレングリ
コールのエチレンオキサイド付加物とのエステルからなる群より選ばれる少なくとも１種
が好ましく、酢酸とグリセリンのエチレンオキサイド平均３～６モル付加物とのエステル
、酢酸とエチレンオキサイドの平均付加モル数が４～６のポリエチレングリコールとのエ
ステル、コハク酸とエチレンオキサイドの平均付加モル数が２～３のポリエチレングリコ
ールモノメチルエーテルとのエステル、アジピン酸とジエチレングリコールモノメチルエ
ーテルとのエステル、１，３，６－ヘキサントリカルボン酸とジエチレングリコールモノ
メチルエーテルとのエステルがさらに好ましい。ポリ乳酸樹脂成形体の成形性、耐衝撃性
並びに、可塑剤の耐ブリード性、耐揮発性及び耐刺激臭の観点から、コハク酸とトリエチ
レングリコールモノメチルエーテルとのエステルが特に好ましい。
【００２７】
　尚、本発明のエステルは、可塑剤としての機能を十分発揮させる観点から、全てエステ
ル化された飽和エステルであることが好ましい。
【００２８】
　［有機核剤］
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は更に有機核剤を含有することが好ましい。
　本発明に用いられる有機核剤は、ポリ乳酸樹脂成形体の成形性、耐熱性、耐衝撃性及び
有機核剤の耐ブルーム性の観点から、ヒドロキシ脂肪酸エステル、及び分子中に水酸基と
アミド基とを有する化合物からなる群から選ばれる少なくとも１種（以下結晶核剤（１）
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という）が好ましい。
【００２９】
　本発明においてヒドロキシ脂肪酸エステルとしては、結晶化速度及びポリ乳酸樹脂との
相溶性を向上させる観点から、脂肪酸の炭素数が１２～２２のヒドロキシ脂肪酸エステル
が好ましく、分子中に水酸基を２つ以上有し、エステル基を２つ以上有するヒドロキシ脂
肪酸エステルがより好ましい。また、ヒドロキシ脂肪酸エステルの融点は、結晶化速度向
上の観点から、６５℃以上が好ましく、７０℃～２００℃がより好ましい。尚、ヒドロキ
シ脂肪酸エステルの融点は、ＪＩＳ－Ｋ７１２１に基づく示差走査熱量測定（ＤＳＣ）の
昇温法による結晶融解吸熱ピーク温度より求められる。
【００３０】
　ヒドロキシ脂肪酸エステルの具体例としては、１２－ヒドロキシステアリン酸トリグリ
セライド、１２－ヒドロキシステアリン酸ジグリセライド、１２－ヒドロキシステアリン
酸モノグリセライド、ペンタエリスリトール－モノ－１２－ヒドロキシステアレート、ペ
ンタエリスリトール－ジ－１２－ヒドロキシステアレート、ペンタエリスリトール－トリ
－１２－ヒドロキシステアレート等のヒドロキシ脂肪酸エステルが挙げられる。ポリ乳酸
樹脂成形体の成形性、耐熱性、耐衝撃性及び有機核剤の耐ブルーム性の観点から、１２－
ヒドロキシステアリン酸トリグリセライドが好ましい。
【００３１】
　分子中に水酸基とアミド基とを有する化合物としては、ポリ乳酸樹脂との相溶性を向上
させる観点から、水酸基を有する脂肪族アミドが好ましく、水酸基を２つ以上有し、アミ
ド基を２つ以上有する脂肪族アミドがより好ましい。また、分子中に水酸基とアミド基と
を有する化合物の融点は、混練時の有機核剤の分散性を向上させ、また結晶化速度を向上
させる観点から、６５℃以上が好ましく、７０～２２０℃がより好ましく、８０～１９０
℃が更に好ましい。
【００３２】
　分子中に水酸基とアミド基とを有する化合物の具体例としては、１２－ヒドロキシステ
アリン酸モノエタノールアミド等のヒドロキシ脂肪酸モノアミド、メチレンビス１２－ヒ
ドロキシステアリン酸アミド、エチレンビス１２－ヒドロキシステアリン酸アミド、ヘキ
サメチレンビス１２－ヒドロキシステアリン酸アミド等のヒドロキシ脂肪酸ビスアミド等
が挙げられる。ポリ乳酸樹脂組成物の成形性、耐熱性、耐衝撃性及び耐ブルーム性の観点
から、メチレンビス１２－ヒドロキシステアリン酸アミド、エチレンビス１２－ヒドロキ
システアリン酸アミド、ヘキサメチレンビス１２－ヒドロキシステアリン酸アミド等のア
ルキレンビスヒドロキシステアリン酸アミドが好ましく、エチレンビス１２－ヒドロキシ
ステアリン酸アミドがより好ましい。
【００３３】
　本発明に用いられる有機核剤は、ポリ乳酸樹脂成形体の成形性、耐熱性、耐衝撃性及び
有機核剤の耐ブルーム性の観点から、結晶核剤（１）と、フェニルホスホン酸金属塩、リ
ン酸エステルの金属塩、芳香族スルホン酸ジアルキルエステルの金属塩、ロジン酸類の金
属塩、芳香族カルボン酸アミド、ロジン酸アミド、カルボヒドラジド類、Ｎ－置換尿素類
、メラミン化合物の塩及びウラシル類からなる群から選ばれる少なくとも１種（以下結晶
核剤（２）という）を併用することがより好ましい。
【００３４】
　本発明に用いられる結晶核剤（２）の具体例としては、フェニルホスホン酸亜鉛塩等の
フェニルホスホン酸金属塩；ナトリウム－２，２’－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブ
チルフェニル）ホスフェート、アルミニウムビス（２，２’－メチレンビス－４，６－ジ
－ｔ－ブチルフェニルホスフェート）等のリン酸エステルの金属塩；５－スルホイソフタ
ル酸ジメチル二バリウム、５－スルホイソフタル酸ジメチル二カルシウム等の芳香族スル
ホン酸ジアルキルエステルの金属塩；メチルデヒドロアビエチン酸カリウム等のロジン酸
類の金属塩；トリメシン酸トリス（ｔ－ブチルアミド）、ｍ－キシリレンビス１２－ヒド
ロキシステアリン酸アミド、１，３，５－ベンゼントリカルボン酸トリシクロヘキシルア
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ミド等の芳香族カルボン酸アミド；ｐ－キシリレンビスロジン酸アミド等のロジン酸アミ
ド；デカメチレンジカルボニルジベンゾイルヒドラジド等のカルボヒドラジド類；キシレ
ンビスステアリル尿素等のＮ－置換尿素類；メラミンシアヌレート等のメラミン化合物の
塩；６－メチルウラシル等のウラシル類が挙げられる。
【００３５】
　本発明に用いられる結晶核剤（２）の中では、結晶化速度の観点から、フェニルホスホ
ン酸金属塩が好ましい。
【００３６】
　本発明に用いられるフェニルホスホン酸金属塩は、置換基を有しても良いフェニル基と
ホスホン基（－ＰＯ（ＯＨ）2）を有するフェニルホスホン酸の金属塩であり、フェニル
基の置換基としては、炭素数１～１０のアルキル基、アルコキシ基の炭素数が１～１０の
アルコキシカルボニル基等が挙げられる。フェニルホスホン酸の具体例としては、無置換
のフェニルホスホン酸、メチルフェニルホスホン酸、エチルフェニルホスホン酸、プロピ
ルフェニルホスホン酸、ブチルフェニルホスホン酸、ジメトキシカルボニルフェニルホス
ホン酸、ジエトキシカルボニルフェニルホスホン酸等が挙げられ、無置換のフェニルホス
ホン酸が好ましい。
【００３７】
　フェニルホスホン酸の金属塩としては、リチウム、ナトリウム、マグネシウム、アルミ
ニウム、カリウム、カルシウム、バリウム、銅、亜鉛、鉄、コバルト、ニッケル等の塩が
挙げられ、亜鉛塩が好ましい。
【００３８】
　本発明において有機核剤として、結晶核剤（１）と、結晶核剤（２）、好ましくはフェ
ニルホスホン酸金属塩とを併用する場合、これらの割合は、本発明の効果を発現する観点
から、結晶核剤（１）／結晶核剤（２）（重量比）＝２０／８０～８０／２０が好ましく
、３０／７０～７０／３０がより好ましく、４０／６０～６０／４０が更に好ましい。
【００３９】
　［ポリ乳酸樹脂組成物］
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、低温においても十分な結晶化速度を得る観点から、光
学純度９９％以上のポリ乳酸樹脂、及び可塑剤を含有するものであり、更に、有機核剤を
含有することが好ましい。
【００４０】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、７０℃以下の金型温度で優れた成形性を示す観点から
、７０℃における半結晶化時間が１分以下であることが好ましく、０．８分以下であるこ
とがより好ましく、０．６分以下であることが更に好ましい。なお、７０℃における半結
晶化時間は、実施例に示す方法により求めた値である。
【００４１】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物中の、ポリ乳酸樹脂の含有量は、本発明の目的を達成する
観点から、好ましくは５０重量％以上であり、より好ましくは７０重量％以上である。
【００４２】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物における可塑剤の含有量は、十分な結晶化速度と耐衝撃性
を得る観点から、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、５～５０重量部が好ましく、７～３
０重量部より好ましく、８～３０重量部がさらに好ましい。
【００４３】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物における有機核剤の含有量は、十分な結晶化速度を得る観
点から、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、０．０５～５重量部が好ましく、０．１～３
重量部が更に好ましく、０．２～２重量部が特に好ましい。
【００４４】
　本発明の組成物は、剛性等の物性向上の観点から、更に無機充填剤を含有することが好
ましい。本発明で使用する無機充填剤としては、通常熱可塑性樹脂の強化に用いられる繊
維状、板状、粒状、粉末状のものを用いることができる。具体的には、ガラス繊維、アス
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ベスト繊維、炭素繊維、グラファイト繊維、金属繊維、チタン酸カリウムウイスカー、ホ
ウ酸アルミニウムウイスカー、マグネシウム系ウイスカー、珪素系ウイスカー、ワラステ
ナイト、セピオライト、アスベスト、スラグ繊維、ゾノライト、エレスタダイト、石膏繊
維、シリカ繊維、シリカ・アルミナ繊維、ジルコニア繊維、窒化硼素繊維、窒化硅素繊維
及び硼素繊維などの繊維状無機充填剤、ガラスフレーク、非膨潤性雲母、膨潤性雲母、グ
ラファイト、金属箔、セラミックビーズ、タルク、クレー、マイカ、セリサイト、ゼオラ
イト、ベントナイト、有機変性ベントナイト、モンモリロナイト、有機変性モンモリロナ
イト、ドロマイト、スメクタイト、カオリン、微粉ケイ酸、長石粉、チタン酸カリウム、
シラスバルーン、炭酸カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウ、炭酸マグネ
シウム、硫酸バリウム、酸化カルシウム、酸化アルミニウム、シリカ、酸化マグネシウム
、酸化チタン、ケイ酸アルミニウム、酸化ケイ素、石膏、ノバキュライト、ドーソナイト
及び白土などの板状や粒状の無機充填剤が挙げられる。これらの無機充填剤の中では、特
に炭素繊維、ガラス繊維、ワラステナイト、マイカ、タルク及びカオリンが好ましく、タ
ルク又はマイカがより好ましく、タルクが特に好ましい。また、繊維状無機充填剤のアス
ペクト比は５以上であることが好ましく、１０以上であることがより好ましく、２０以上
であることがさらに好ましい。
【００４５】
　上記の無機充填剤は、エチレン／酢酸ビニル共重合体などの熱可塑性樹脂や、エポキシ
樹脂などの熱硬化性樹脂で被覆又は集束処理されていてもよく、アミノシランやエポキシ
シランなどのカップリング剤などで処理されていても良い。
【００４６】
　無機充填剤の平均粒径は、良好な分散性を得る観点から、０．１～２０μｍが好ましく
、０．１～１０μｍがより好ましい。
　尚、無機充填剤の平均粒径は、回折・散乱法によって体積基準のメジアン系を測定する
ことにより求めることができる。例えば市販の装置としてはコールター社製レーザー回折
・光散乱法粒度測定装置ＬＳ２３０等が挙げられる。
【００４７】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物における無機充填剤の含有量は、十分な結晶化速度、成形
性と耐熱性及び耐衝撃性を得る観点から、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、１～２００
重量部が好ましく、３～５０重量部が更に好ましく、５～４０重量部が特に好ましい。
【００４８】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、更に、加水分解抑制剤を含有することができる。加水
分解抑制剤としては、ポリカルボジイミド化合物やモノカルボジイミド化合物等のカルボ
ジイミド化合物が挙げられ、ポリ乳酸樹脂成形体の成形性の観点からポリカルボジイミド
化合物が好ましく、ポリ乳酸樹脂成形体の耐熱性、成形性、流動性、耐衝撃性及び有機核
剤の耐ブルーム性の観点から、モノカルボジイミド化合物がより好ましい。
【００４９】
　ポリカルボジイミド化合物としては、ポリ（４，４’－ジフェニルメタンカルボジイミ
ド）、ポリ（４，４’－ジシクロヘキシルメタンカルボジイミド）、ポリ（１，３，５－
トリイソプロピルベンゼン）ポリカルボジイミド、ポリ（１，３，５－トリイソプロピル
ベンゼン及び１，５－ジイソプロピルベンゼン）ポリカルボジイミド等が挙げられ、モノ
カルボジイミド化合物としては、Ｎ，Ｎ’－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボ
ジイミド等が挙げられる。
【００５０】
　上記カルボジイミド化合物は、ポリ乳酸樹脂成形体の成形性、耐熱性、耐衝撃性及び有
機核剤の耐ブルーム性を満たすために、単独又は２種以上組み合わせて用いてもよい。ま
た、ポリ（４，４’－ジシクロヘキシルメタンカルボジイミド）はカルボジライトＬＡ－
１（日清紡績（株）製）を、ポリ（１，３，５－トリイソプロピルベンゼン）ポリカルボ
ジイミド及びポリ（１，３，５－トリイソプロピルベンゼン及び１，５－ジイソプロピル
ベンゼン）ポリカルボジイミドはスタバクゾールＰ及びスタバクゾールＰ－１００（Rhei
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n Chemie社製）を、Ｎ，Ｎ’－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミドはス
タバクゾール１（Rhein Chemie社製）をそれぞれ購入して使用することができる。
【００５１】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物における加水分解抑制剤の含有量は、ポリ乳酸樹脂成形体
の成形性の観点から、ポリ乳酸樹脂１００重量部に対し、０．０５～３重量部が好ましく
、０．１～２重量部が更に好ましい。
【００５２】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、更に難燃化剤を含有することができる。難燃化剤の具
体例としては、臭素又は塩素を含有するハロゲン系化合物、三酸化アンチモンなどのアン
チモン化合物、無機水和物（水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム等の金属水酸化物
）及びリン化合物などが挙げられる。安全性の観点から、無機水和物が好ましい。
【００５３】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、剛性、柔軟性、耐熱性、耐久性等の物性向上の観点か
ら、その他の樹脂を含んでもよい。その他の樹脂の具体例としては、ポリエチレン、ポリ
プロピレン、ポリスチレン、ＡＢＳ樹脂、ＡＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリアミド、ポリフ
ェニレンサルファイド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエステル、ポリアセタール、
ポリスルホン、ポリフェニレンオキサイド、ポリイミド、ポリエーテルイミドなど、ある
いはエチレン／グリシジルメタクリレート共重合体、ポリエステルエラストマー、ポリア
ミドエラストマー、エチレン／プロピレンターポリマー、エチレン／ブテン－１共重合体
などの軟質熱可塑性樹脂などの熱可塑性樹脂や、フェノール樹脂、メラミン樹脂、不飽和
ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ樹脂などの熱硬化性樹脂などが挙げられる
が、中でもポリ乳酸樹脂との相溶性の観点からアミド結合、エステル結合、カーボネート
結合等のカルボニル基を含む結合を有する樹脂が、構造的にポリ乳酸樹脂と親和性が高い
傾向があるため好ましい。
【００５４】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、上記以外に、更にヒンダードフェノール又はフォスフ
ァイト系の酸化防止剤、又は炭化水素系ワックス類やアニオン型界面活性剤である滑剤等
の他の成分を含有することができる。酸化防止剤、滑剤のそれぞれの含有量は、ポリ乳酸
樹脂１００重量部に対し、０．０５～３重量部が好ましく、０．１～２重量部が更に好ま
しい。
【００５５】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、上記以外の他の成分として、帯電防止剤、防曇剤、光
安定剤、紫外線吸収剤、顔料、防カビ剤、抗菌剤、発泡剤等を、本発明の目的達成を妨げ
ない範囲で含有することができる。
【００５６】
　本発明のポリ乳酸樹脂組成物は、加工性が良好で、例えば２００℃以下の低温で加工す
ることができるため、可塑剤の分解が起こり難い利点があり、フィルムやシートに成形し
て、各種用途に用いることができる。
【００５７】
　［ポリ乳酸樹脂成形体の製造方法］
　本発明のポリ乳酸樹脂成形体の製造方法は、光学純度９９％以上のポリ乳酸樹脂及び可
塑剤を含有するポリ乳酸樹脂組成物を溶融混練する工程（以下工程（１）という）、得ら
れた溶融物を７０℃以下の金型内に充填して成形する工程（以下工程（２）という）から
なる。
【００５８】
　本発明においては、工程（１）を経た後、冷却して非晶状態（すなわち高角Ｘ線回折法
で測定される結晶化度が１％以下となる条件）とした後、工程（２）を行う方法や、工程
（１）を経た後、冷却して直ちに工程（２）を行う方法が好ましく、本発明の結晶化速度
向上効果発現の観点から、工程（１）を経た後、冷却して直ちに工程（２）を行う方法が
より好ましい。
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　工程（１）の具体例としては、通常の方法によって行う事ができ、例えば、押出し機等
を用いてポリ乳酸樹脂を溶融させながら、可塑剤、有機核剤等を混合する方法等が挙げら
れる。工程（１）の温度は、可塑剤、有機核剤等の分散性の観点から、ポリ乳酸樹脂の融
点（Ｔｍ）以上であり、好ましくはＴｍ～Ｔｍ＋１００℃の範囲であり、より好ましくは
Ｔｍ～Ｔｍ＋５０℃の範囲である。例えば、好ましくは１７０～２４０℃であり、より好
ましくは１７０～２２０℃である。
【００６０】
　本発明の成形体の製造法における、工程（２）の具体例としては、例えば、射出成形機
等によりポリ乳酸樹脂組成物を７０℃以下の金型内に充填し、成形する方法等が挙げられ
る。工程（２）における金型温度は、結晶化速度向上及び作業性向上の観点から、好まし
くは、１０～７０℃であり、より好ましくは１０～５０℃であり、更に好ましくは１５～
５０℃である。
【００６１】
　尚、ポリ乳酸樹脂の融点（Ｔｍ）は、ＪＩＳ－Ｋ７１２１に基づく示差走査熱量測定（
ＤＳＣ）の昇温法による結晶融解吸熱ピーク温度より求められる値である。
【００６２】
　本発明の工程（２）における金型内での保持時間は、相対結晶化度６０％以上を達成し
、かつ生産性向上の観点から、５～６０秒が好ましく、８～５０秒がより好ましく、１０
～４５秒がさらに好ましい。
【００６３】
　本発明の製造法によると、相対結晶化度６０％以上、好ましくは８０％以上、より好ま
しくは９０％以上、更に好ましくは９５％以上に結晶化させた成形体を得ることができる
。尚、本発明において、相対結晶化度とは、実施例に記載の方法により求められる値であ
る。
【００６４】
　以上のように成形後の結晶化度を規定する理由は、本発明の効果が、ベース樹脂が結晶
化することによって発揮されるものであり、耐熱性、感温性、耐ブロッキング性、耐溶剤
性等の向上も結晶化による効果であるためである。また、可塑剤による柔軟性向上（弾性
率の低下と破断点伸度の向上）や耐衝撃性の向上も、結晶化することによって十分に効果
を発揮することができる。
【実施例】
【００６５】
　例中の部は、特記しない限り重量部である。
【００６６】
実施例１～６、比較例１～２（但し、実施例１～５は参考例である）
　ポリ乳酸樹脂組成物として、表１に示す本発明品（Ａ～Ｆ）及び比較品（ａ～ｂ）を、
ニーダー（（株）森山製作所製 DS3-20MWB-E）にて１８０℃、１０分間溶融混練し、その
後直ちに８０℃の８インチロール（日本ロール製造（株）製）で約５mmの厚さに引き延ば
し、縦×横＝８cm×８cm程度の大きさに裁断した後、４０℃以下で粉砕機（ダイコー精機
（株）製 S-20）にて粉砕し、ポリ乳酸樹脂組成物の粉砕品を得た。
得られた粉砕品は、７０℃減圧下で１日乾燥し、水分量を５００ppm以下とした。
【００６７】
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【表１】

【００６８】
　＜ポリ乳酸樹脂＞
＊１：ポリ乳酸樹脂（トヨタ自動車（株）製、エコプラスチックＵ'ｚ Ｓ－１２）
（光学純度９９．６％、重量平均分子量１１２０００、残存モノマー１７３ｐｐｍ）
＊２：ポリ乳酸樹脂（トヨタ自動車（株）製、エコプラスチックＵ'ｚ Ｓ－１７）
（光学純度９９．７％、重量平均分子量１１００００、残存モノマー３２７ｐｐｍ）
＊３：ポリ乳酸樹脂（三井化学（株）製、ＬＡＣＥＡ　Ｈ－４００）
（光学純度９８．５％、重量平均分子量１４２０００、残存モノマー１２００ｐｐｍ）
　＜可塑剤＞
＊４：コハク酸とトリエチレングリコールモノメチルエーテルとのジエステル
＊５：グリセリンのエチレンオキサイド６モル付加物のトリアセテート
＊６：ポリエチレングリコール（平均分子量３００）のジアセテート
　＜有機核剤＞
＊７：エチレンビス１２－ヒドロキシステアリン酸アミド（日本化成（株）製、スリパッ
クス Ｈ）
＊８：無置換のフェニルホスホン酸亜鉛塩（日産化学工業（株）製）
＊９：１２－ヒドロキシステアリン酸トリグリセライド(花王(株)製、カオーワックス８
５Ｐ)
＊１０：タルク（日本タルク(株)製、ＭｉｃｒｏＡｃｅＰ－６）
＊１１：カルボジライトＬＡ－１（日清紡績（株）製）
【００６９】
このポリ乳酸樹脂組成物の粉砕品について下記の方法で半結晶化時間を測定した。結果を
表２に示す。
【００７０】
　＜半結晶化時間＞



(13) JP 4297510 B2 2009.7.15

10

20

30

40

　５００μｍのシート状にしたポリ乳酸樹脂組成物の試験片から７．５ｍｇ精秤し、アル
ミパンに封入後、ＤＳＣ装置（パーキンエルマー社製ダイアモンドＤＳＣ）を用い、２０
０℃で５分間溶融し、－５００℃／分の速度で保持温度（７０℃）まで降温し、結晶飽和
となる半分の時間（半結晶化時間；ｔ1/2）を求めた。ｔ1/2は、サンプル温度が保持温度
に達したときの時間を０分として算出した。また表２における半結晶化時間０分は、２０
０℃から保持温度まで－５００℃／分の速度で急冷時に結晶化が終了して計測不能である
ことを表し、著しく結晶化速度が高いことを示す。
【００７１】
【表２】

【００７２】
　次に、このポリ乳酸樹脂組成物の粉砕品を、シリンダー温度を２００℃とした射出成形
機（日本製鋼所製　J75E-D）を用いて射出成形し、表３に示す金型温度におけるテストピ
ース〔平板（７０mm×４０mm×３mm）、角柱状試験片（１２５mm×１２mm×６mm）及び角
柱状試験片（６３mm×１２mm×５mm）〕の離型に必要な金型保持時間を下記の基準で評価
した。これらの結果を表３に示す。
【００７３】
　＜離型に必要な金型保持時間の評価基準＞
　表３に示す金型温度において、各テストピースの変形がなく、取り出しが容易と判断さ
れるまでに有する時間を、離型に必要な金型保持時間とした。金型保持時間が１５０秒以
上必要とされる場合、離型不可と評価した。
　尚、金型内部及びランナー部分でテストピースの溶融結晶化速度が速いほど、離型に必
要な金型保持時間は短くなる。
【００７４】
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【表３】

【００７５】
　表３の結果から、光学純度９９％以上のポリ乳酸及び可塑剤を含有した本発明のポリ乳
酸樹脂組成物（Ａ～Ｆ）は、７０℃以下の金型温度において短い金型保持時間で成形が可
能であった。一方、光学純度が９９％未満のポリ乳酸を使用した比較のポリ乳酸樹脂組成
物（ｂ）、光学純度９９％以上のポリ乳酸を使用しても可塑剤を含有しないポリ乳酸樹脂
組成物（ａ）は、７０℃以下の金型温度で短い金型保持時間での成形が不可能であった。
【００７６】
実施例７～１２、比較例３～５（但し、実施例７～１１は参考例である）
　ポリ乳酸樹脂組成物として前記表１に示す本発明品（Ａ～Ｆ）及び比較品（ａ～ｂ）を
用い、実施例１と同様にしてポリ乳酸樹脂組成物の粉砕品を得た。
【００７７】
　得られた粉砕品を、表４に示す金型温度および金型保持時間で射出成形機（日本製鋼所
製　J75E-D）を用いて射出成形した。得られたテストピース〔平板（７０mm×４０mm×３
mm）及び角柱状試験片（１２５mm×１２mm×６mm）〕について、金型離型性を下記の基準
で評価した。また、角柱状試験片（１２５mm×１２mm×６mm）は熱変形温度及び耐衝撃性
を、平板（７０mm×４０mm×３mm）は結晶化度及び耐ブリード性を、それぞれ下記の方法
で評価した。これらの結果を表４に示す。
【００７８】
　＜金型離型性の評価基準＞
○：非常に離れ易い（テストピースの変形がなく、取り出しが容易。）
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×：離れない（テストピースの変形が大きく、ランナー部から離れない。）
　尚、金型離型性は、金型内部及びランナー部分でテストピースの溶融結晶化速度が速い
ほど成形性が良好となる。
【００７９】
　＜熱変形温度＞
　角柱状試験片（１２５mm×１２mm×６mm）について、ＪＩＳ-Ｋ７１９１に基づいて、
熱変形温度測定機（東洋精機製作所製　B-32）を使用して、荷重0.45MPaにおいて0.025mm
たわむときの温度を測定した。この温度が高い方が耐熱性に優れていることを示す。
【００８０】
　＜耐衝撃性＞
　角柱状試験片（１２５mm×１２mm×６mm）について、ＪＩＳ-Ｋ７１１０に基づいて、
衝撃試験機（株式会社上島製作所製　863型）を使用して、Izod衝撃強度を測定した。
【００８１】
　＜絶対結晶化度＞
　射出成形後の平板（７０mm×４０mm×３mm）について、テストピースを広角Ｘ線回折測
定装置（理学電機製　RINT2500VPC，光源CuKα，管電圧40kV，管電流120mA）を使用し、
２θ＝５～3０°の範囲の非晶及び結晶のピーク面積を解析して結晶化度を求めた。
【００８２】
　＜相対結晶化度＞
　射出成形後の平板（７０mm×４０mm×３mm）のテストピースを粉砕し、７．５ｍｇ精秤
し、アルミパンに封入後、ＤＳＣ装置（パーキンエルマー社製ダイアモンドＤＳＣ）を用
い、１ｓｔＲＵＮとして、昇温速度２０℃／分で２０℃から２００℃まで昇温し、２００
℃で５分間保持した後、降温速度－２０℃／分で２００℃から２０℃まで降温し、２０℃
で１分間保持した後、さらに２ｎｄＲＵＮとして、昇温速度２０℃／分で２０℃から２０
０℃まで昇温した。１ｓｔＲＵＮに観測されるポリ乳酸樹脂の冷結晶化エンタルピーの絶
対値ΔＨｃｃ、２ｎｄＲＵＮに観測される結晶融解エンタルピーΔＨｍを求め、得られた
値から、下記式により相対結晶化度（％）を求めた。
　　相対結晶化度（％）＝｛（（ΔＨｍ－ΔＨｃｃ）／ΔＨｍ×１００）｝
【００８３】
　＜耐ブリード性＞
　射出成形後の平板（７０mm×４０mm×３mm）について、５０℃／８０％Rhの高温高湿度
下で１ヶ月放置し、その表面における可塑剤のブリードの有無を肉眼で観察した。
【００８４】
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【表４】

【００８５】
　表４の結果から、光学純度９９％以上のポリ乳酸樹脂及び可塑剤を含有した本発明のポ
リ乳酸樹脂組成物（Ａ～Ｆ）は、７０℃以下の金型温度においても短い金型保持時間で成
形が可能であり、その成形品は１００℃以上の耐熱性、５０Ｊ／ｍ以上の耐衝撃強度を示
し、耐ブリード性も優れていた。一方、光学純度が９９％未満のポリ乳酸を使用した比較
のポリ乳酸樹脂組成物（ｂ）、光学純度９９％以上のポリ乳酸を使用しても可塑剤を含有
しないポリ乳酸樹脂組成物（ａ）は良好な成形品を得るために８０℃または１１０℃の金
型温度で長い金型保持時間を必要とした。さらに比較品において３０℃の金型で成形した
場合には、結晶化が進行せず、脱型時間が長くなるばかりか、耐熱性、耐衝撃性の劣る物
性を示した。
【００８６】
　以上の結果から、光学純度９９％以上のポリ乳酸樹脂及び可塑剤を含有する本発明のポ
リ乳酸樹脂組成物は、７０℃以下の金型温度で優れた成形性を示し、その成形品は優れた
耐熱性および耐衝撃性を示すものであることが分かる。
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